
 
 

 

 

 

平成 25 年 6 月 14 日 

 

平成 24 年通信利用動向調査の結果 

 

総務省では、この度、平成24年末の世帯及び企業における情報通信サービスの利用状況等に

ついて調査した通信利用動向調査の結果を取りまとめました。 

今回の調査結果のポイントは、別添１のとおりであり、また、概要は別添２のとおりです。 

なお、調査結果の詳細は、情報通信統計データベースに掲載するとともに、掲載データにつ

いては、機械判読に適したデータ形式（CSV形式）により公開する予定です。 

（URL: http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics05.html） 

 

【調査概要】 
通信利用動向調査は、世帯（全体・構成員）及び企業を対象とし、統計法（平成 19 年法律第 53

号）に基づく一般統計調査として平成２年から毎年実施（企業調査は、平成５年に追加し平成６年

を除き毎年実施。世帯構成員調査は、平成13年から実施。）しており、平成22年から世帯調査を都

道府県別に実施。 

 

 世帯調査 企業調査 

調査時期 平成25年１月～3月 

対象地域 全 国 

属性範囲・ 

調査の単位数 

20歳以上（平成24年４月１日現在）の世帯主

がいる世帯及びその構成員 

常用雇用者規模100人以上の企業（農業、林業、

漁業、鉱業及び公務を除く。） 

サンプル数 

［有効送付数］ 
40,592世帯［39,912世帯］ 5,140企業［4,497企業］ 

有効回収数［率］ 20,418世帯（54,099人）［51.2％］ 2,086企業［46.4％］ 

調査事項 通信サービスの利用状況、情報通信関連機器の保有状況等 

調査方法 郵送による調査票の配布及び回収 

 

 連絡先：情報通信国際戦略局情報通信政策課情報通信経済室 

（ 担 当 ： 佐 藤 課 長 補 佐 、 石 橋 係 長 ） 

電 話：（直通）０３－５２５３－５７４４ 

（ＦＡＸ）０３－５２５３－６０４１ 

 

 

 



別添１

平成２４年通信利用動向調査
ポイント

※タイトルに（世帯）と付した項目は世帯調査、（企業）と付した項目は企業調査、その他は世帯構成員（個人）調査結果に基づく。
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タブレット端末も
普及が加速
8.5%→15.3%に

パソコン保有率は
77.5%→75.8%に下落

１ 主要情報通信機器の普及状況

主な情報通信機器の世帯保有状況（平成19年～平成24年）

パソコン保有率が下がる一方、スマートフォン、タブレット型端末保有が急速な伸び。
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パソコン 85.0 85.9 87.2 83.4 77.4 75.8

（再掲）スマートフォン 9.7 29.3 49.5

携帯電話又はＰＨＳ 95.0 95.6 96.3 93.2 94.5 94.5

タブレット型端末 7.2 8.5 15.3
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※当該比率は、各年の世帯全体における各情報通信機器の保有割合を示す。
※「携帯電話・ＰＨＳ（スマートフォンを含む）」は、平成２２年末以降において、スマートフォンを

内数に含む。なお、スマートフォンを除いた場合の保有率は、平成23年末は89.4%、
平成24年末は81.2％である。

端末別インターネット利用（人口普及率）

スマートフォン、タブレット型端末によるインターネット
利用が倍増。
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※当該比率は、各年の世帯構成員（個人）のうち、当該端末を用いて各年の１
年間にインターネットを利用したことのある人の比率を示す（複数回答、無回答
を除く）。
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２ インターネットの利用動向①

インターネットの世代別個人利用の状況（世代別人口普及率）

50代以下の世代でスマートフォンの伸びが顕著に。とりわけ２０代以下では、スマートフォンが従来型携帯
電話を逆転。
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※ 平成23年末については、「平成23年通信利用動向調査」報道資料より抜粋。
※ 当該比率は世帯構成員（個人）のインターネットの利用割合を端末別・年齢階層別に示したものである（無回答を除く。）。



3２ インターネットの利用動向②
家庭内外で主としてインターネット接続に使う端末

（インターネット利用者に占める比率）

主たるネット接続端末としても、家庭内外でスマートフォンが
従来型携帯電話を逆転

（n=33,768）

（n=28,170）

【家庭内インターネット利用】
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【家庭外インターネット利用】

※ 当該比率は家庭内・家庭外におけるインターネット利用者のインターネット接続時
に主に利用する端末の割合を示したものである（無回答を除く）。

※ 「その他」には、家庭内ないし家庭外では利用しないとの回答を含む。

保有端末別家庭内無線ＬＡＮの利用率（世帯）

スマートフォン・タブレット端末保有世帯の家庭内における無線
LAN利用率は６割を超える。
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4２ インターネット利用動向③（年齢階層別インターネット普及率）

１３歳～４９歳までのインターネット利用率が９割を超え飽和状況にあるのに対し、６０歳以上は概ね拡大傾向。
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（注）「全体」は6歳以上人口をさす。
｢無回答者」を除いて集計。



5
３ ソーシャルメディアの利用動向

利用者、企業共にソーシャルメディアサービスの利用が拡大傾向。

SNS（ソーシャルネットワーキングサービス）の利用状況

SNSへの参加は全ての年代において昨年よりも利用が拡大。
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企業におけるソーシャルメディアサービスの活用の状況

ソーシャルメディアサービスを活用している企業が拡大。「サービ
ス業その他」では2割を超える。

（無回答を除く）

0% 5% 10% 15% 20% 25%

全体

平成23年末(n=1,869)
平成24年末(n=2,055)

建設業

平成23年末(n=301)
平成24年末(n=331)

製造業

平成23年末(n=316)
平成24年末(n=382)

運輸業

平成23年末(n=344)
平成24年末(n=363)

卸売・小売業

平成23年末(n=306)
平成24年末(n=324)

金融・保険業

平成23年末(n=153)
平成24年末(n=180)

サービス業・その他

平成23年末(n=449)
平成24年末(n=475)

12.4

15.9

8.6

8.4

8.9

13.3

6.4

4.5

11.7

18.0

10.0

17.6

18.2
21.0

【産業別】



４ クラウドサービスの利用状況（企業） 6

クラウドサービスの利用状況

クラウドサービスを利用している企業の割合は平成２２年末の14.1％から28.2％に倍増。
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資本金規模別クラウドサービス利用状況

クラウドサービスの利用率は概ね資本金規模に比例して
上がる傾向にある。
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【資本金規模別】

平成23年末(n=1,892) 平成24年末(n=2,071) （無回答を除く）

クラウドサービスを利用しない理由

クラウドサービスを利用していない企業は、41.7％が「必要ない」、３
４．４％がセキュリティ面の不安を挙げている。
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５ 企業通信網に対するセキュリティ侵害状況（企業）

企業の情報セキュリティ被害の状況

7

ウイルス感染又は被害を受けたと回答した企業の比率は平成2２
年調査の５１．１％から平成2４年調査では38.５％と大きく低下。
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企業の情報セキュリティ対策の状況

何らかの対策を講じているとの回答が、平成2２年調査から
平成2４年調査にかけていずれも97％台と高い水準で推移。

97.1

2.9

83.2

64.4

55.4

46.7

33.8

37.6

30.2

29.0

22.6

19.1

14.8

15.0

9.0

12.8

10.4

8.6

7.0

9.3

3.6

97.0

3.0

84.1

63.8

55.0

44.0

34.2

37.1

32.3

30.3

23.7

20.0

17.5

16.6

10.6

12.0

12.4

9.2

7.0

10.8

3.5

97.8

2.2

88.3

67.7

53.4

45.8

37.6

37.5

37.3

31.0

22.7

20.0

17.3

16.4

12.5

12.3

10.6

8.9

8.8

7.7

18.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

対応している

特に対応していない
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セキュリティ管理のアウトソーシング

その他の対策

平成22年末

(n=2,060)

平成23年末

(n=1,855)

平成24年末

(n=2,043)

（無回答を除く）



６ 標的型メールの被害状況と対策の状況（企業）

標的型メールの被害の状況

8

標的型メールの被害を受けたと回答した企業の比率は14.7％。
そのうち、1.3％の企業がコンピュータウィルスに少なくとも1回
感染。

1.3%

5.2%

8.3%

85.3%

標的型メールが社員の端末に

到達し、コンピュータウィルスに

少なくとも１回は感染した

標的型メールが社員の端末に

到達したが、コンピュータウィル

スへの感染はなかった

端末に到達する前にウィルス

対策プログラム等で全て阻止し

た

標的型メールが送られてきた形

跡は見られない

平成24年末
(n=1,973)

（無回答を除く）

標的型メールへの対策の状況

何らかの対策を講じているとの企業の比率は８１．５％。実施し
ている対策はウィルス対策プログラムの導入が5割を超える。

81.5

18.5

67.4

51.9

29.8

26.3

21.7

17.2

14.2

12.5

8.7

6.9

5.3

2.8

3.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施している

特に実施していない

パソコンなどの端末（OS、ソフト等）に

ウィルス対策プログラムを導入

サーバにウィルス対策プログラムを導入

OSへのセキュリティパッチの導入

社員教育

アクセスログの記録

プロキシ（代理サーバ）等の利用

外部接続の際にウィルスウォールを構築

重要情報を保有するサーバ等に対する

アクセス制御の強化

回線監視

不正侵入検知システム（IDS）の設置・導入

組織間、部門間での情報共有

送信ドメイン認証（SPF）の導入

その他の対策

平成24年末(n=2,016)

（無回答を除く）



７ デジタルテレビ放送の利用状況

データ放送の利用状況（世帯）

9

世帯の70.１％が過去1年間にデータ放送を利用している。最大
の利用目的はニュースや気象情報等の身近な情報の入手。

23.6%

20.5%

14.7%
11.4%

29.9%

毎日少なくとも1回は利用

週に少なくとも１回は利用（毎日

ではない）

月に少なくとも１回は利用（毎週

ではない）

年に少なくとも１回は利用（毎月

ではない）

全く利用しない

平成24年末
(n=18,510)

（無回答を除く）

86.8

35.1

23.0

2.5

2.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ニュース、気象情報、交通情報、

災害情報の取得

視聴中の番組の内容に

連動した情報の取得

クイズやアンケート等の

番組企画への参加

番組で紹介された

商品･サービスの購入

その他のサービスの利用

平成24年末
(n=12,545)

（無回答を除く）

デジタルテレビ放送受信機器を用いて利用できる
サービスの利用について （世帯）

世帯の１６．３％がデジタル放送受信機器を通じたサービスを利用。
VOD等の配信番組の利用は1割に上る。

（無回答を除く）

16.3

8.2

4.9

3.1

0.5

2.6

0% 5% 10% 15% 20%

サービスを利用している

VOD（ビデオ・オン・デマンド）等の配信番組

ホームページの閲覧、動画投稿、…

オンラインのテレビゲーム

テレビ電話

ネットワークを通じてスマートフォン、…

平成24年末
(n=17,452)

ネットワークを通じてスマートフォン、タブレット
端末等で録画予約や録画した番組を視聴

ホームページの閲覧、動画投稿、電子掲示板、
チャット、SNS、オンラインショッピング等のウェブ
利用

スマートテレビの利用について （世帯）

約4割の世帯がスマートテレビの利用意向あり。特に20～49歳の世帯主がいる世帯
では利用意向が5割を超える。

39.0

51.2

50.6

50.4

38.8

34.0

24.0

24.6

22.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

全体

(n=18,184)

２０～２９歳

(n=485)
３０～３９歳

(n=1,748)
４０～４９歳

(n=2,698)
５０～５９歳

(n=3,794)
６０～６４歳

(n=2,709)
６５～６９歳

(n=2,288)
７０～７９歳

(n=3,130)
８０歳以上

(n=1,332)

スマートテレビを
利用してみたい

（無回答を除く）



別 添 ２ 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成24年通信利用動向調査の結果（概要） 
目次 

１ インターネット等の普及状況

（１） インターネット利用者数及び人口普及率 (個人)  ····································································································  １

（２） インターネット利用率  (個人)  ············································································································································  ２

（３） 端末別インターネット利用率 （個人）  ······························································································································  ４

（４） インターネット利用率 （企業）···················································································································································  ５

（５） インターネット接続回線の種類 （世帯）  ························································································································  ５

（６） 家庭内無線LAN の利用状況 （世帯）  ···························································································································  ６

（７） インターネット接続回線の種類 （企業）  ························································································································  ７

（８） 主な情報通信機器の普及状況 (世帯)  ··························································································································  ８

２ 個人におけるＩＣＴ利用の現状

（１） インターネットの利用目的  ·······················································································································································  ９ 

（２） インターネットにより購入・取引した商品・サービス  ·······························································································  10

（３） インターネットで購入する際の決済方法  ·······················································································································  11

（４） インターネットで購入する際の最も高額な金額  ········································································································  11

（５） 映像・音声コンテンツの利用について  ······························································································································· 12 

（６） 個人におけるソーシャルメディアの利用について  ···································································································· 13 

３ 企業におけるＩＣＴ利用の現状

（１） 企業通信網の構築状況  ·····························································································································································  14

（２） 企業におけるソーシャルメディアサービスの活用状況  ······················································································  15

（３） 電子商取引の実施状況   ·························································································································································  16

（４） インターネットを利用した広告の実施状況  ···················································································································  17

（５） 無線通信技術を利用した ICT 関連ツールの導入状況  ·······················································································  18

（６） クラウドコンピューティングサービスの利用状況  ····································································································  19

（７） テレワーク  ···························································································································································································  21

４ 安全・安心への取組状況

（１） セキュリティ対策の実施状況 （世帯） ·································································································································  23

（２） インターネット利用で感じる不安 （世帯）  ······················································································································  24

（３） 企業通信網に対するセキュリティ侵害と対策の状況 （企業）  ·······································································  25

（４） 標的型メールの被害状況と対策の状況（企業）  ·······································································································  26

（５） インターネット、企業内LAN 等を利用する上での問題点 （企業）  ····························································  27

（６） 個人情報保護対策の実施状況 （企業）  ························································································································  27

５ デジタルテレビ放送の利用状況

（１） デジタルテレビ放送受信機器の保有状況（世帯） ·······································································································  28

（２） データ放送の利用状況 （世帯）  ··········································································································································  28

（３） デジタルテレビ放送受信機器を用いて利用できるサービスの利用について （世帯）  ·················  30

（４） スマートテレビの利用について （世帯）  ························································································································  30



1 
 

 
 
 

 

 

 

  

 
（

（

（

（

 

 

 

 

 

 

 

１ インターネット等の普及状況 

（１） インターネット利用者数及び人口普及率 （個人）

  平成 24 年の 1 年間にインターネットを利用したことのある人は推計で 9,652 万人と、前年に

比べ 42 万人の増加。人口普及率は 79.5％となった。 

図表１－１ インターネット利用者数及び人口普及率の推移(個人)

5,593

6,942

7,730
7,948

8,529
8,754 8,811

9,091
9,408 9,462 9,610 9,652

46.3 

57.8 

64.3 66.0 
70.8 72.6 73.0

75.3
78.0 78.2 79.1 79.5

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

平成13年末 平成14年末 平成15年末 平成16年末 平成17年末 平成18年末 平成19年末 平成20年末 平成21年末 平成22年末 平成23年末 平成24年末

（万人）

利用者数 人口普及率

注） ① 調査対象年齢は６歳以上。 

注） ② インターネット利用者数（推計）は、６歳以上で、調査対象年の１年間に、インターネットを利用したことがある者を対象として行った本調査

の結果からの推計値。インターネット接続機器については、パソコン、携帯電話・ＰＨＳ、スマートフォン、タブレット端末、ゲーム機等あらゆ

るものを含み（当該機器を所有しているか否かは問わない。）、利用目的等についても、個人的な利用、仕事上の利用、学校での利用等あらゆるも

のを含む。 

注） ③ インターネット利用者数は、6歳以上の推計人口（国勢調査結果及び生命表等を用いて推計）に本調査で得られた6歳以上のインターネット利

用率を乗じて算出。 

注） ④ 無回答については除いて算出している。（以下、本資料に記載した結果につき同じ。） 

（２）インターネット利用率 （個人）

インターネット利用率を年齢階層別の推移でみると、13～49歳までの年齢階層では９割を超え

ている。また、60 歳以上の年齢階層では、概ね増加傾向にあるが、他の年齢階層と比べると低

い状況である。 

所属世帯年収別にみると、所得の高い世帯ほど利用率が高くなっている。 

利用頻度でみると、スマートフォン利用者（家庭外）は、約８割が「毎日少なくとも１回」利用して

いる。 

都道府県別にみると、大都市のある都道府県を中心に利用率が高く、平均以上の利用率の都

道府県は埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、愛知県、滋賀県、大阪府、兵庫県、奈良県、岡山

県、広島県、福岡県の１２都道府県となっている。 
（注） 平成23年調査より、個人を対象とする調査事項を「家庭内」、「家庭外」別に問う形式に変更。
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図表１－２ 年齢階層別インターネット利用率の推移（個人） 

全 体 ６～１２歳
１３～１９

歳

２０～２９

歳

３０～３９

歳
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歳

５０～５９

歳

６０～６４

歳

６５～６９

歳

７０～７９

歳
８０歳以上

平成20年末(n=12,791) 75.3 68.9 95.5 96.3 95.7 92.0 82.2 63.4 37.6 27.7 14.5

平成21年末(n=13,928) 78.0 68.6 96.3 97.2 96.3 95.4 86.1 71.6 58.0 32.9 18.5

平成22年末(n=59,346) 78.2 65.5 95.6 97.4 95.1 94.2 86.6 70.1 57.0 39.2 20.3

平成23年末(n=41,900) 79.1 61.6 96.4 97.7 95.8 94.9 86.1 73.9 60.9 42.6 14.3

平成24年末(n=49,563) 79.5 69.0 97.2 97.2 95.3 94.9 85.4 71.8 62.7 48.7 25.7
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図表１－３ 男女別年齢階層別インターネット利用率（個人）（平成 24 年末） 

84.0 

68.9 

97.1  96.5  94.7  95.5 
89.0 

79.0 
70.3 

60.1 

40.0 

75.1 
69.2 

97.3  98.0  95.9  94.3 

81.7 

64.5 

54.7 

38.7 

17.7 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

６歳以上

全体

６－12歳 13－19歳 20－29歳 30－39歳 40－49歳 50－59歳 60－64歳 65－69歳 70－79歳 80歳以上

男性(n=24,375)

女性(n=25,188)

 
 

図表１－４ 所属世帯年収別インターネット利用率（個人）（平成 24 年末） 
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図表１－５ 家庭内外別インターネット利用頻度 
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家庭内平成23年末(n=26,342)
平成24年末(n=32,495)

家庭外平成23年末(n=19,219)
平成24年末(n=22,255)

（対象は、家庭内または家庭外でインターネットを利用した人）

毎日少なくとも１回 週に少なくとも１回

（毎日ではない）

月に少なくとも１回

（毎週ではない）

それ以下

（年１回以上）
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図表１－６ 主要端末別家庭内外別インターネット利用頻度（平成 24 年末） 
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51.9

77.6

24.6

23.8

14.8

9.4

13.6

4.1

4.4

10.7

3.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自宅のパソコン（家庭内）
(n=21,462)

携帯電話（家庭外）
(n=4,120)

スマートフォン（家庭外）
(n=5,986)

（対象は、主に利用した機器別に、家庭内または家庭外でインターネットを利用した人）

毎日少なくとも１回 週に少なくとも１回

(毎日ではない)
月に少なくとも１回

(毎週ではない)
それ以下

(年１回以上）

図表１－７ 都道府県別インターネット利用率（個人）（平成 24 年末）

(％)

都道府県(n) 利用率
自宅の
パソコン

自宅以外の
パソコン

携帯電話 スマートフォン

北海道 （1,434） 77.5 55.3 33.2 44.9 25.0
青森県 （855） 70.6 43.4 26.6 41.8 22.0
岩手県 （1,128） 68.9 38.4 24.2 38.4 22.0
宮城県 （1,080） 75.9 52.4 34.4 41.6 27.7
秋田県 （1,438） 70.4 47.0 32.1 35.9 21.8
山形県 （1,392） 71.9 50.7 32.0 39.1 24.0
福島県 （875） 70.2 46.2 26.7 37.7 25.8
茨城県 （1,140） 73.4 53.5 29.9 40.1 30.0
栃木県 （1,023） 76.1 54.5 31.3 42.9 27.3
群馬県 （954） 78.5 58.5 31.3 44.3 31.2
埼玉県 （1,184） 80.0 63.2 32.7 45.4 34.8
千葉県 （951） 81.0 63.0 31.0 45.7 31.9
東京都 （804） 87.3 67.6 44.5 50.7 37.8
神奈川県 （877） 87.0 70.7 38.8 47.8 38.5
新潟県 （1,125） 74.4 51.6 29.7 39.6 23.4
富山県 （1,321） 76.8 58.4 32.6 42.4 24.8
石川県 （1,248） 79.0 61.8 38.2 42.8 29.1
福井県 （1,280） 77.5 59.7 34.8 41.5 30.0
山梨県 （991） 77.4 56.9 32.5 42.4 29.6
長野県 （1,428） 75.3 56.2 33.0 43.3 25.4
岐阜県 （1,364） 75.4 56.8 32.6 37.8 30.7
静岡県 （1,301） 74.5 55.7 30.4 38.2 31.5
愛知県 （1,067） 80.5 60.0 34.1 39.3 30.3
三重県 （1,201） 78.4 56.8 32.2 40.4 28.3
滋賀県 （1,242） 81.7 63.0 33.0 43.2 34.3
京都府 （961） 78.6 61.3 32.6 43.2 32.2
大阪府 （884） 82.1 64.5 32.2 40.7 36.7
兵庫県 （1,052） 79.9 63.3 37.9 43.5 32.4
奈良県 （1,009） 80.2 62.2 32.2 41.3 34.4
和歌山県 （974） 74.6 58.2 29.6 34.1 23.9
鳥取県 （1,106） 73.9 51.3 34.6 37.5 25.5
島根県 （995） 68.8 46.2 31.6 39.0 25.0
岡山県 （1,063） 80.0 57.8 33.4 44.7 29.7
広島県 （1,239） 81.1 62.0 37.4 43.4 30.0
山口県 （969） 75.4 55.1 31.5 35.9 28.4
徳島県 （894） 74.0 51.9 32.0 43.9 25.7
香川県 （981） 78.5 57.6 35.8 39.0 29.5
愛媛県 （928） 76.1 52.0 31.7 39.8 24.6
高知県 （831） 76.8 53.5 35.4 37.9 22.0
福岡県 （813） 80.7 58.5 32.5 41.0 34.3
佐賀県 （946） 77.0 52.8 30.1 38.7 28.5
長崎県 （875） 72.6 48.1 29.2 36.9 25.5
熊本県 （977） 75.9 51.2 30.9 37.3 27.8
大分県 （920） 77.6 51.7 29.4 39.5 29.5
宮崎県 （888） 74.5 52.7 29.4 36.7 27.8
鹿児島県 （875） 74.2 43.7 26.0 35.4 25.8
沖縄県 （680） 76.7 52.2 35.0 40.8 26.0

全体 （49,563） 79.5 59.5 34.1 42.8 31.4  
（注） 携帯電話にはＰＨＳ、携帯情報端末（ＰＤＡ）なども含む。 
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（３） 端末別インターネット利用率 （個人） 

   平成 24 年 1 年間の端末別インターネット利用状況をみると、「自宅のパソコン」が 59.5％と最も多く、

次いで「携帯電話」（42.8％）、「自宅以外のパソコン」（34.1％）となっている。 

  更に、主な端末別インターネット利用状況を世代別にみると、「自宅のパソコン」は 13～49 歳の各年

齢階層で８割前後が利用している。また、13～29 歳の各年齢階層では「スマートフォン」の利用が「携帯

電話」の利用を上回った。 

 

図表１－８ 主要端末別インターネット利用率

（個人） 

79.1

62.6

52.1

39.3

16.2

4.2

6.0

4.1

79.5

59.5

42.8

34.1

31.4

7.9

6.2

4.0

0% 20% 40% 60% 80%

インターネット利用率

（全体）

自宅のパソコン

携帯電話

自宅以外のパソコン

スマートフォン

タブレット型端末

家庭用ゲーム機・

その他

インターネットに接続

できるテレビ

平成23年末

(n=41,900)

平成24年末

(n=49,563)

図表１－９ 主要端末別世代別インターネット

利用率（個人）（平成24年末） 

2.1

7.2

12.6

12.6

10.2

9.8

8.6

3.7

20.9

39.5

54.8

70.6

52.9

17.2

23.9

52.8

60.4

55.0

51.7

47.9

21.2

10.8

42.0

51.5

51.6

49.0

36.2

18.5

29.2

64.6

77.2

75.4

78.9

83.9

51.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

60歳以上

(n=16,492)

50～59歳
(n=7,810)

40～49歳
(n=6,960)

30～39歳
(n=6,196)

20～29歳
(n=4,987)

13～19歳
(n=3,824)

6～12歳
(n=3,294)

自宅のパソコン

自宅以外のパソコン

携帯電話

スマートフォン

タブレット型端末

  

図表１－10 家庭内でインターネット接続に用いる主な端末 

74.9

66.0

6.0

17.4

16.2

12.5

0.8

2.3

2.1

1.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 1

平成23年末

(n=28,170)

平成24年末

(n=33,768)

自宅のパソコン スマートフォン 携帯電話 タブレット端末 その他

00%

 
図表１－11 家庭外でインターネット接続に用いる主な端末 

46.7

37.3

11.4

27.8

27.3

18.8

0.6

1.4

14.0

14.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成23年末

(n=22,723)

平成24年末

(n=27,801)

自宅以外のパソコン スマートフォン 携帯電話 タブレット端末 その他
 

（注） 「その他」には、家庭内ないし家庭外では利用しないとの回答を含む。 
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（４） インターネット利用率（企業）  

企業のインターネット利用率は 99.9％となっている。 

過去からの推移をみると、99％台で横ばいとなっており、企業ではインターネット利用が十分に普及し

ていることがうかがわれる。 

 

図表１－12 インターネット利用率の推移（企業） 

96.3 

97.9 
98.7 

97.6 
98.8 99.3 99.3 

99.9 99.7 99.3 
99.9 

90%

95%

100%

平成

14年末

(n=1,992)

平成

15年末

(n=2,264)

平成

16年末

(n=1,855)

平成

17年末

(n=1,400)

平成

18年末

(n=1,827)

平成

19年末

(n=2,139)

平成

20年末

(n=2,006)

平成

21年末

(n=1,827)

平成

22年末

(n=2,101)

平成

23年末

(n=1,895)

平成

24年末

(n=2,073)

 
 

（５） インターネット接続回線の種類 （世帯） 

自宅のパソコンやタブレット型端末等からのインターネット接続にブロードバンド回線を利用している世

帯の割合は 85.9％となっている。また、ブロードバンド回線利用世帯のうち 54.8％が光回線を利用してい

る。また、LTE は 5.4％となった。 

 
図表１－13 自宅のパソコン等からのインターネット接続回線（平成 24 年末）

（世帯）（複数回答） 

 

85.9

54.8

17.2

9.6

9.2

5.4

1.5

0.3

26.2

12.5

7.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ブロードバンド回線

光回線

ケーブルテレビ回線

DSL回線

第３世代

携帯電話回線

ＬＴＥ

固定無線回線

BWA
アクセスサービス

ナローバンド回線

電話回線

（ダイヤルアップ）

ISDN回線

平成24年末(n=12,194)

 

（注）①集計対象は「自宅のパソコン」、「タブレット型端末」及び「その他の機器」からのインターネット利用世帯。 

（注）②「ブロードバンド回線」は、ＤＳＬ回線、ケーブルテレビ回線、光回線、固定無線回線（ＦＷＡ）、ＢＷＡアクセスサービス、 

第三世代携帯電話回線（パソコンに接続して使う場合のみ）及びＬＴＥがある。 

（注）③「ナローバンド回線」には、上記以外に携帯電話回線（第３世代携帯電話回線及びＬＴＥ以外）、ＰＨＳ回線がある。 
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（６） 家庭内無線 LAN の利用状況（世帯）  

家庭内無線 LAN を利用している世帯は全体の 46.9％となっている。 

インターネット接続回線別にみると、ブロードバンド回線（DSL、光回線等）接続世帯は 68.3％、ナローバ

ンド回線（電話回線、ISDN 回線等）接続世帯は 61.8％と、どちらの回線接続においても６割以上の世帯で

家庭内無線 LAN が利用されている。 

保有端末別にみると、スマートフォン、タブレット端末保有世帯では６割以上の世帯で利用されている。 

図表１－14 家庭内無線LANの利用状況 

39.3

46.9

58.5

68.3

48.0

61.8

50.3

59.8

60.8

62.7

71.5

76.7

8.5

6.6

9.3

6.5

10.9

7.8

9.9

7.2

8.8

7.1

4.9

3.9

52.2

46.5

32.2

25.2

41.2

30.4

39.8

33.0

30.3

30.2

23.6

19.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

平成23年末（n=16,378）

平成24年末(n=19,591)

ブロードバンド回線

平成23年末（n=8,787）

平成24年末(n=10,202)

ナローバンド回線

平成23年末（n=2,589）

平成24年末(n=3,446)

パソコン保有世帯

平成23年末（n=12,133）

平成24年末(n=14,382)

スマートフォン保有世帯

平成23年末（n=4,168）

平成24年末(n=8,549)

タブレット型端末保有世帯

平成23年末（n=1,184）

平成24年末(n=2,642)

利用している 現在利用していないが、導入する予定がある 利用していないし、導入の予定もない

 
（注） ① 家庭内無線LAN は、有線LAN 併用の場合を含む。 

（注） ② ブロードバンド回線（DSL、光回線等）接続は、ナローバンド回線併用の場合を含む。 

（注） ③ ナローバンド回線（電話回線、ISDN 回線等）接続は、ブロードバンド回線併用の場合を含む。 

（注） ④ ブロードバンド回線及びナローバンド回線は自宅でパソコン等からインターネットを利用する世帯を対象。その他は全世帯を対象とする。 
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（７） インターネット接続回線の種類 （企業） 

自社からのインターネット接続にブロードバンド回線を利用している企業の割合は 85.9％で、前年から

1.3 ポイント増加した。また、光回線の利用率も 2.0 ポイント増の 82.0％となり、企業における光回線による

ブロードバンド化が着実に進展している。 

図表１－15 インターネット接続回線の種類（企業）（複数回答） 
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76.5
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3.6

0.2

0.0
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2.7

12.0
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0.2
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11.0
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0.7

0.4
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12.2

8.2

3.8

10.0

0.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ブロードバンド回線

光回線

（ＦＴＴＨ回線）

ＤＳＬ回線

ケーブルテレビ回線

（ＣＡＴＶ回線）

固定無線回線

（ＦＷＡ）

ＢＷＡアクセスサービス

ナローバンド回線

ＩＳＤＮ回線

（常時接続）

電話回線

（ダイヤルアップ）

ＩＳＤＮ回線

（非常時接続）

専用線

衛星回線

平成22年末(n=2,037)

平成23年末(n=1,857)

平成24年末(n=2,033)
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（８） 主な情報通信機器の普及状況（世帯） 

情報通信機器の普及状況を機器別にみると、「携帯電話・ＰＨＳ」及び「パソコン」の世帯普及

率は、それぞれ 94.5％、75.8％となっている。また、「携帯電話・PHS」の内数である「スマートフ

ォン」は、49.5％（対前年比 20.2 ポイント増）と依然急速に普及が進んでいる。 

 
図表１－16 主な情報通信機器の普及状況の推移（世帯） 
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平成11年末

(ｎ＝3,657)
平成12年末

(ｎ＝4,278)
平成13年末

(ｎ＝3,845)
平成14年末

(ｎ＝3,673)
平成15年末

(ｎ＝3,354)
平成16年末

(ｎ＝3,695)
平成17年末

(ｎ＝3,982)
平成18年末

(ｎ＝4,999)
平成19年末

(ｎ＝3,640)
平成20年末

(ｎ＝4,515)
平成21年末

(ｎ＝4,547)
平成22年末

(ｎ＝22,271)
平成23年末

(ｎ＝16,530)
平成24年末
(n=20,418)

保
有
率
（
％
）

固定電話

携帯電話・ＰＨＳ（※１）

パソコン

パソコンなどからコン

テンツを自動録音で

きる携帯プレイヤー

インターネットに接続

できるテレビ

携帯情報端末

（ＰＤＡ）

インターネットに

接続できる家庭用

テレビゲーム機

その他インターネッ

トに接続できる家電

（情報家電）等

スマートフォン(※２)

ＦＡＸ

タブレット型端末

 

 

 

 

（注） ① 「携帯電話・PHS」には、平成21年末以降は携帯情報端末（PDA）も含み、平成22年末以降はスマートフォンを内数として含む。なお、スマートフォン

を除いた場合の保有率は８１．２％である。  
（注） ② 「スマートフォン」は、「携帯電話・PHS」の再掲である。 

（注） ③ 経年比較のため無回答を含む形で集計。 
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（１） インターネットの利用目的  

インターネットの利用目的については、家庭内からの利用は「電子メールの受発信」が 63.2％

と最も多く、次いで「ホームページ（ウェブ）・ブログの閲覧」（62.6％）「商品・サービスの購入・取

引」（56.9％）となっている。 

また、世代別にみると、「ホームページ（ウェブ）・ブログの閲覧」「電子メールの受発信」「商品・

サービスの購入・取引」については、それぞれの年代において 20 代～50 代の利用が５割を超え

ている。 

 
図表２－１ 家庭内・家庭外からのインターネット利用の機能・サービス（個人）

（複数回答）（平成 24 年末） 
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Ｆ
Ｔ
Ｐ
な
ど
）

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
オ
ー
ク
シ
ョ
ン

電
子
政
府
・
電
子
自
治
体
の
利
用

（電
子
申
請
、
電
子
申
告
、
電
子
届
出
）

商
品
・サ
ー
ビ
ス
の
購
入
・取
引
（全
体
）

商
品
・
サ
ー
ビ
ス
の
購
入
・取
引
（デ
ジ
タ
ル
コ
ン
テ
ン
ツ
の

購
入
及
び
金
融
取
引
を
除
く
）

商
品
・
サ
ー
ビ
ス
の
購
入
・取
引
（デ
ジ
タ
ル
コ
ン
テ
ン
ツ
の

購
入
を
含
み
金
融
取
引
を
除
く
）

金
融
取
引
（ネ
ッ
ト
バ
ン
キ
ン
グ
、
ネ
ッ
ト
ト
レ
ー
ド
等
）

デ
ジ
タ
ル
コ
ン
テ
ン
ツ
（音
楽
・音
声
、
映
像
、

ゲ
ー
ム
ソ
フ
ト
等
）
の
購
入

デ
ジ
タ
ル
コ
ン
テ
ン
ツ
の
入
手
・聴
取
（無
料
の
も
の
）

ク
イ
ズ
・懸
賞
応
募
、
ア
ン
ケ
ー
ト
回
答

オ
ン
ラ
イ
ン
ゲ
ー
ム
（ネ
ッ
ト
ゲ
ー
ム
）
へ
の
参
加

通
信
教
育
の
受
講
（ｅ‐

ラ
ー
ニ
ン
グ
）

在
宅
勤
務
（テ
レ
ワ
ー
ク
、
Ｓ
Ｏ
Ｈ
Ｏ
）

就
職
・転
職
関
係
（求
人
情
報
入
手
、
採
用
応
募
等
）

地
図
情
報
提
供
サ
ー
ビ
ス
（
有
料
・無
料
を
問
わ
な
い
。

乗
換
案
内
、
ル
ー
ト
検
索
サ
ー
ビ
ス
も
含
む
）

そ
の
他

家庭内全体(n=31,456) 家庭外全体(n=21,626)

 
（注） 家庭内または家庭外からのインターネット利用者に占める機能・サービス別利用者の割合を示す。 

 
図表２－２ インターネット利用の機能・サービス（成人）

（複数回答）（平成 24 年末） 
 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（ウ
ェ
ブ
）・ブ
ロ
グ
の
閲
覧
（
全
体
）

企
業
・
政
府
等
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（ウ
ェ
ブ
）・

ブ
ロ
グ
の
閲
覧

個
人
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（ウ
ェ
ブ
）・ブ
ロ
グ
の
閲
覧

ソ
ー
シ
ャ
ル
メ
デ
ィ
ア
の
利
用
（
全
体
）

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（ウ
ェ
ブ
）・
ブ
ロ
グ
の
開
設
・更
新

マ
イ
ク
ロ
ブ
ロ
グ
の
閲
覧
・投
稿

ソ
ー
シ
ャ
ル
ネ
ッ
ト
ワ
ー
キ
ン
グ
サ
ー
ビ
ス

（
Ｓ
Ｎ
Ｓ
）
へ
の
参
加

電
子
掲
示
板
（
Ｂ
Ｂ
Ｓ
）
・
チ
ャ
ッ
ト
の
閲
覧
、
書
き
込
み

動
画
投
稿
・
共
有
サ
イ
ト
の
利
用

ラ
ジ
オ
、
テ
レ
ビ
番
組
、
動
画
の

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
配
信
サ
ー
ビ
ス

電
子
メ
ー
ル
の
受
発
信
（メ
ー
ル
マ
ガ
ジ
ン
は
除
く
）

メ
ー
ル
マ
ガ
ジ
ン
の
受
信
（有
料
・
無
料
を
問
わ
な
い
）

電
子
フ
ァ
イ
ル
の
交
換
・ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド

（
Ｐ
２
Ｐ
、
Ｆ
Ｔ
Ｐ
な
ど
）

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
オ
ー
ク
シ
ョ
ン

電
子
政
府
・
電
子
自
治
体
の
利
用

（
電
子
申
請
、
電
子
申
告
、
電
子
届
出
）

商
品
・
サ
ー
ビ
ス
の
購
入
・
取
引
（
全
体
）

商
品
・サ
ー
ビ
ス
の
購
入
・
取
引
（
デ
ジ
タ
ル
コ
ン
テ
ン
ツ
の

購
入
及
び
金
融
取
引
を
除
く
）

商
品
・サ
ー
ビ
ス
の
購
入
・
取
引
（
デ
ジ
タ
ル
コ
ン
テ
ン
ツ
の

購
入
を
含
み
金
融
取
引
を
除
く
）

金
融
取
引
（ネ
ッ
ト
バ
ン
キ
ン
グ
、
ネ
ッ
ト
ト
レ
ー
ド
等
）

デ
ジ
タ
ル
コ
ン
テ
ン
ツ
（音
楽
・
音
声
、
映
像
、

ゲ
ー
ム
ソ
フ
ト
等
）の
購
入

デ
ジ
タ
ル
コ
ン
テ
ン
ツ
の
入
手
・聴
取
（
無
料
の
も
の
）

ク
イ
ズ
・懸
賞
応
募
、
ア
ン
ケ
ー
ト
回
答

オ
ン
ラ
イ
ン
ゲ
ー
ム
（ネ
ッ
ト
ゲ
ー
ム
）へ
の
参
加

通
信
教
育
の
受
講
（
ｅ‐

ラ
ー
ニ
ン
グ
）

在
宅
勤
務
（
テ
レ
ワ
ー
ク
、
Ｓ
Ｏ
Ｈ
Ｏ
）

就
職
・
転
職
関
係
（求
人
情
報
入
手
、
採
用
応
募
等
）

地
図
情
報
提
供
サ
ー
ビ
ス
（有
料
・
無
料
を
問
わ
な
い
。

乗
換
案
内
、
ル
ー
ト
検
索
サ
ー
ビ
ス
も
含
む
）

そ
の
他

20～29歳(n=4,573) 30～39歳(n=5,598) 40～49歳(n=6,215) 50～59歳(n=6,062) 60歳以上(n=7,366)

 
（注） 当該世代のインターネット利用者のうち、当該機能・サービスの利用経験がある者を示す。 

２ 個人におけるＩＣＴ利用の現状 
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（２） インターネットにより購入・取引した商品・サービス  

   インターネットを経由した商品・サービスの購入・取引については、品目によって利用年齢階

層に差がみられ、若い年齢階層の方が、商品・サービスの購入の利用が高い傾向にある。 

 
図表２－３ 世代別インターネットで購入した物品・サービス（成人）

（複数回答）（平成 24 年末） 
 

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

パ
ソ
コ
ン
関
連
（パ
ソ
コ
ン
本
体
、
周
辺
機
器
、
Ｏ
Ｓ
等
の

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
（Ｄ
Ｖ
Ｄ‐

Ｒ
Ｏ
Ｍ
等
の
物
品
に
限
る
）
）

書
籍
・
Ｃ
Ｄ
・
Ｄ
Ｖ
Ｄ
・
ブ
ル
ー
レ
イ
デ
ィ
ス
ク
（電
子

書
籍
な
ど
デ
ジ
タ
ル
配
信
さ
れ
る
も
の
は
含
め
な
い
）

化
粧
品
・衣
料
品
・ア
ク
セ
サ
リ
ー
類

食
料
品
（
食
品
、
飲
料
、
酒
類
）

趣
味
関
連
品
・
雑
貨
（玩
具
、
ゲ
ー
ム
ソ
フ
ト
、

楽
器
、
ス
ポ
ー
ツ
用
品
、
文
房
具
な
ど
）

各
種
チ
ケ
ッ
ト
・ク
ー
ポ
ン
・商
品
券
（
交
通
機
関
、

コ
ン
サ
ー
ト
等
の
チ
ケ
ッ
ト
、
ギ
フ
ト
券
な
ど
）

旅
行
関
係
（パ
ッ
ク
旅
行
申
込
、
旅
行
用
品
購
入
等
）

金
融
取
引
（イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
よ
る

銀
行
・
証
券
・
保
険
取
引
な
ど
）

そ
の
他
（
家
具
、
家
電
製
品
、
自
動
車
関
連
部
品
な
ど
）

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
（コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
プ
ロ
グ
ラ
ム
）

（※

デ
ジ
タ
ル
配
信
さ
れ
る
も
の
）

音
楽
（※

デ
ジ
タ
ル
配
信
さ
れ
る
も
の
）

映
像
（※

デ
ジ
タ
ル
配
信
さ
れ
る
も
の
）

ニ
ュ
ー
ス
、
天
気
予
報

有
料
メ
ー
ル
マ
ガ
ジ
ン

電
子
書
籍

ゲ
ー
ム

着
信
メ
ロ
デ
ィ
・着
う
た

待
受
け
画
面

地
図
情
報
提
供
サ
ー
ビ
ス

そ
の
他
の
デ
ジ
タ
ル
コ
ン
テ
ン
ツ

２０～２９歳(n=4,830) ３０～３９歳(n=5,860) ４０～４９歳(n=6,498) ５０～５９歳(n=6,523) ６０歳以上(n=8,554)

 

（注） 当該世代のインターネット利用者のうち、当該品目の購入経験がある者を示す。 
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（３） インターネットで購入する際の決済方法  

インターネットで購入する際の決済方法をみると、「クレジットカード払い」が 60.0％と最も多く、

次いで、「商品配達時の代金引換」（45.5％）、「コンビニエンスストアカウンターでの支払い」

（35.0％）、「銀行・郵便局の窓口・ＡＴＭでの支払い」（31.2％）となっている。 
 

図表２－４ インターネットで購入する際の決済方法（複数回答） 

57.7

47.6

33.9

31.2

14.4

10.7

1.2

60.0

45.5

35.0

31.2

14.1

10.6

1.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

クレジットカード払い

(配達時を除く)

商品配達時の代金引換

コンビニエンスストアカウンターでの支払い

銀行・郵便局の窓口・ＡＴＭでの支払い

インターネットバンキング・

モバイルバンキングによる支払い

通信料金・プロバイダ利用料金

への上乗せによる支払い

その他（現金書留、小切手等）

平成23年末(n=13,527)

平成24年末(n=15,227)

 
 

（４） インターネットで購入した際の最も高額な金額  

15 歳以上のインターネットでの商品・サービス購入経験者における、平成24 年の平均購入最

高金額をみると、家庭内全体では 30,019 円となっている。 

家庭内で主に利用する端末別にみると、「自宅のパソコン」が 32,561 円と最も高く、次いで、

「スマートフォン」が 24,376 円、「携帯電話」が 17,559 円となっている。 

また、家庭外全体では 26,236 円となっており、家庭外で主に利用する端末別にみると、「自宅

以外のパソコン」が 36,151 円、次いで、「スマートフォン」が 19,831 円、「携帯電話」が 15,279 円と

なっている。 
 

家庭内外からインターネットで購入した際の平均最高利用金額（平成 24 年末） 

図表２－５（家庭内）

30,019
32,561

17,559

24,376

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

家庭内全体

(n=14,381)
自宅のパソコン

(n=10,287)
携帯電話

(PHS･PDAを含む)
(n=1,108)

スマートフォン

(n=2,458)

（円）

（対象は、15 歳以上の家庭内からのインターネットでの購入経験者。） 

図表２－６（家庭外）

26,236

36,151

15,279

19,831

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

家庭外全体

(n=3,126)
自宅以外の

パソコン

(n=1,355)

携帯電話

(PHS･PDAを含む)
(n=430)

スマートフォン

(n=1,119)

（円）

（対象は、15 歳以上の家庭外からのインターネットでの購入経験者。） 
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（５） 映像・音声コンテンツの利用について  

映像・音声コンテンツの利用サービスについては、「投稿型の動画共有サービス（オンデマン

ド型）」が 71.9％と最も高く、次いで、「放送番組配信サービス（オンデマンド型）」（24.6％）となって

いる。 

利用端末をみると、全体、家庭内、家庭外ともにパソコンが最も多く利用されている。 

利用目的をみると、「自分の好きなアーティストなどの動画を視聴するため」が 64.4％と最も高

く、次いで、「話題になっている動画・番組を視聴するため」（50.5％）となっている。 

 

図表２－７ 映像・音声コンテンツの利用

サービス（複数回答）（平成24年末） 

 

71.9

22.1
24.6

13.6

4.2

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

投
稿
型
の
動
画
共
有
サ
ー
ビ
ス

（オ
ン
デ
マ
ン
ド
型
）

投
稿
型
の
動
画
共
有
サ
ー
ビ
ス

（ラ
イ
ブ
配
信
型
）

放
送
番
組
配
信
サ
ー
ビ
ス

（オ
ン
デ
マ
ン
ド
型
）

放
送
番
組
配
信
サ
ー
ビ
ス

（ラ
イ
ブ
配
信
型
）

そ
の
他

平成24年末
(n=9,594)

図表２－８ 映像・音声コンテンツの利用端末

（全体は複数回答）（平成24年末） 

 

79.4 

11.6 

46.1 

11.0 
6.9 

65.8 

4.7 

22.5 

4.7  2.2 

43.4 

8.5 

40.9 

3.9  3.4 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

パ
ソ
コ
ン 携

帯
電
話

（
Ｐ
Ｈ
Ｓ
、
Ｐ
Ｄ
Ａ
含
む
）

ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン

タ
ブ
レ
ッ
ト
型
端
末

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に

接
続
で
き
る
テ
レ
ビ

全体(n=9,874)

家庭内(n=9,815)

家庭外(n=9,129)

図表２－９ 映像・音声コンテンツの利用頻度

（平成24年末） 

 

34.1 

41.4 

19.1 

5.4 

33.1  31.3 

20.7 

14.9 

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

毎
日
少
な
く
と
も
１
回

週
に
少
な
く
と
も
１
回

(

毎
日
で
は
な
い)

月
に
少
な
く
と
も
１
回

(

毎
週
で
は
な
い)

そ
れ
以
下

(

年
１
回
以
上
）

家庭内(n=9,521)

家庭外(n=5,336)

図表２－１０ 映像・音声コンテンツの利用目的

（複数回答）（平成24年末） 

 

64.4

22.6

50.5

17.7

37.9

2.9
6.5

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

自
分
の
好
き
な
ア
ー
テ
ィ
ス
ト
な
ど
の

動
画
等
を
視
聴
す
る
た
め

見
逃
し
た
番
組
を
視
聴
す
る
た
め

話
題
に
な
っ
て
い
る
動
画
・
番
組
を

視
聴
す
る
た
め

特
定
の
サ
イ
ト
の
み
で
公
開
さ
れ
る

動
画
を
視
聴
す
る
た
め

自
分
の
好
き
な
時
・
場
所
で

視
聴
で
き
る
か
ら

ラ
ジ
オ
や
テ
レ
ビ
が
な
い
、

又
は
難
視
聴
地
域
だ
か
ら

そ
の
他

平成24年末
(n=9,568)
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（６） 個人におけるソーシャルメディアの利用について 

 個人におけるソーシャルメディアの利用率をみると、最も利用されているものは「動画投稿・共

有サイトの利用」であり、27.2％となった。 

 年齢別にみると、「ソーシャルネットワーキング（SNS）への参加」について全ての年代において

去年よりも利用率が上がっている。 

 

図表２－11 年齢階層別ソーシャルメディア利用率（成人） 

10.8
9.1

15.2
13.3

14.5
12.8

11.3
10.5

7.9
7.8

6.6
4.1

0% 4% 8% 12% 16%
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H24末(n=35,136)
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H24末(n=7,366)

全
体

２
０

～

２
９

歳

３
０
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4.9
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1.0
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60歳以上
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23.6
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16.9
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8.2
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3.1
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H24末(n=35,136)
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０
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０
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０
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40～49歳
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60歳以上
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６
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電子掲示板（ＢＢＳ）・チャットの閲覧、書き込み
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20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上
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35.9

31.2
29.3

18.1
18.3

8.2
7.6
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H23末(n=29,717)
H24末(n=35,136)

H23末(n=4,156)
H24末(n=4,573)

H23末(n=4,780)
H24末(n=5,598)

H23末(n=5,148)
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H24末(n=7,366)

全
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０

～

２
９

歳

３
０
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０

～
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０
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以
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20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上
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３ 企業におけるＩＣＴ利用の現状 

（１） 企業通信網の構築状況

全企業を対象に企業通信網（企業内・企業間）の構築状況をみると、企業通信網を構築してい

る企業は 89.1％となっている。 

企業通信網において主に使われている通信サービスについては、「インターネット VPN」が

53.9％で最も多く、次いで「IP-VPN」（41.7％）、「広域イーサネット」（32.7％）となっている。 

図表３－１ 企業通信網の構築状況（平成24年末）

89.1

56.0

31.8

1.3

10.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

企業通信網を構築

企業内と企業間の両方構築

企業内のみ構築

企業間のみ構築

企業通信網をいずれも構築していない

平成24年末
(n=2,077)

図表３－２ 企業通信網において主に使われている通信サービス（複数回答）（平成24年末） 

53.9

41.7

32.7

23.5

21.7

8.2

7.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

インターネットＶＰＮ

ＩＰ‐ＶＰＮ

広域イーサネット

電話回線

（ダイヤルアップ）

専用線

その他

分からない

平成24年末
(n=1,840)
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（２） 企業におけるソーシャルメディアサービスの活用状況 

ソーシャルメディアサービスを一部でも活用していると回答した企業の割合は 15.9％で、業

種別にみると、「サービス業・その他」が 21.0％と最も高く、次いで、「卸売・小売業」（18.0％）、

「金融・保険業」（17.6％）となっている。 

ソーシャルメディアサービスを利用していると回答した企業を対象に、その活用目的・目途を

みると、「商品や催物の紹介、宣伝」が 53.3％と最も多く、次いで「定期的な情報の提供」

（44.6％）、「会社案内、人材募集」（37.3％）となっている。 

 

図表３－３ 企業におけるソーシャルメディアサービス活用の有無 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 
 

産業別

1,000
平成23
平成24

1,000万円～3,0
平成23年末

平成24年

3,000万円～5,0
平成23年末

平成24年

5,000万円～

平成23年
平成24年

1億円～

平成23年
平成24年

5億円～

平成23
平成24

10億円～

平成23年
平成24年

50億
平成23年
平成24年

12.4

15.9

8.6

8.4

8.9

13.3

6.4

4.5

11.7

18.0

10.0

17.6

18.2

21.0

0% 5% 10% 15% 20% 25%
全体

平成23年末(n=1,869)
平成24年末(n=2,055)

建設業

平成23年末(n=301)
平成24年末(n=331)

製造業

平成23年末(n=316)
平成24年末(n=382)

運輸業

平成23年末(n=344)
平成24年末(n=363)

卸売・小売業

平成23年末(n=306)
平成24年末(n=324)

金融・保険業

平成23年末(n=153)
平成24年末(n=180)

サービス業・その他

平成23年末(n=449)
平成24年末(n=475)

資本金規模別

11.1
31.0

12.1
12.5

9.7
20.2

11.4
12.7

13.3
15.1

20.0
21.0

14.8
18.4

18.0
25.4

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%
万円未満

年末(n=64)
年末(n=63)

00万円未満

(n=390)
末(n=416)

00万円未満

(n=244)
末(n=260)

1億円未満

末(n=434)
末(n=492)

5億円未満

末(n=393)
末(n=447)

10億円未満

年末(n=63)
年末(n=73)

50億円未満

末(n=135)
末(n=135)

円以上

末(n=146)
末(n=169)

図表３－４ 企業におけるソーシャルメディアサービスの活用目的・用途

（複数回答）（平成24年末） 

27.3
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44.6

37.3

22.3

4.7

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
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や
催
物
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介
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的
な
情
報
の
提
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案
内
、
人
材
募
集

消
費
者
の
評
価
・意
見
の
収
集

そ
の
他

平成24年末(n=295)
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（３） 電子商取引の実施状況 

電子商取引（インターネットを利用した調達・販売）を実施している企業の割合は 51.0％で、こ

れを業種別にみると、「金融・保険業」が 63.7％と最も高く、次いで「卸売・小売業」（59.5％）、「製

造業」（57.1％）となっている。 

インターネットを利用した販売を行っている企業のインターネット販売モデルをみると、「電子

商店（自社サイト）」が 65.2％と最も多く、次いで「電子商店（電子モールへの出店）」（46.0％）とな

っている。 

 

図表３－５ 産業別電子商取引の実施状況（複数回答）（平成24年末） 

 

 
 

 
 

 

 

産業別 

51.0

32.0

57.1

31.9

59.5
63.7

48.0

33.8

26.0

36.0

27.2

36.1 34.6 33.5

9.2 6.7

13.8

3.2

15.0
12.6

3.6

19.0

5.0

20.0

5.7

25.8

41.9

18.6

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

全体

(n=2,058)
建設業

(n=332)
製造業

(n=384)
運輸業

(n=363)
卸売・小売業

(n=326)
金融・保険業

(n=181)
サービス業・その他

(n=472)

いずれかの電子商取引を実施 うち企業からの調達 うち企業への販売 うち消費者への販売

資本金規模別

40.4

44.6

54.1
50.4

55.2

49.4

55.2

65.1

23.1
28.7

35.7 34.1
37.9

30.0
33.4

47.7

4.1
5.3

8.6 9.7 11.9
14.4

9.6

18.219.5
17.5

20.4
16.8 18.1

26.8
24.5

29.2

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

1,000万円未満

(n=63)

1,000万円～

3,000万円未満

(n=419)

3,000万円～

5,000万円未満

(n=261)

5,000万円～

1億円未満

(n=491)

1億円～

5億円未満

(n=447)

5億円～

10億円未満

(n=73)

10億円～

50億円未満

(n=136)

50億円以上

(n=168)

いずれかの電子商取引を実施 うち企業からの調達 うち企業への販売 うち消費者への販売

図表３－６ インターネット販売モデル（複数回答）（平成 24 年末）

65.2

46.0

5.8

2.3

8.4

0% 20% 40% 60% 80%

電子商店（自社サイト）

電子商店

（電子モールへの出店）

販売仲介

オンライントレード

その他

平成24年末(n=359)
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（４） インターネットを利用した広告の実施状況  

インターネットを利用した広告を実施している企業の割合は 27.0％で、実施率を業種別にみる

と、「金融・保険業」が 59.8％と最も高く、次いで「サービス業・その他」（34.7％）、「卸売・小売業」

（31.9％）となっている。 

行った広告の種類では、「バナー広告」が 51.0％と最も多く、次いで、「メールマガジン」

（37.5％）、「テキスト広告」（30.7％）となっている。 

図表３－７ インターネット広告の実施率（平成24年末） 

  

 

  

産業別

27.0

19.0 18.3

14.1

31.9

59.8

34.7

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

全 体

(n=2,062)
建設業

(n=331)
製造業

(n=384)
運輸業

(n=365)
卸売・

小売業

(n=326)

金融・

保険業

(n=181)

サービス業・

その他

(n=475)

資本金規模別 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

32.3

25.2
24.1

21.8

25.9

39.2

46.6 46.3

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

1,000万円

未満

(n=63)

1,000万円～

3,000万円

未満

(n=419)

3,000万円～

5,000万円

未満

(n=264)

5,000万円～

1億円未満

(n=496)

1億円～

5億円未満

(n=445)

5億円～

10億円未満

(n=73)

10億円～

50億円未満

(n=135)

50億円以上

(n=167)

図表３－８ 実施したインターネット広告の種類（複数回答）（平成24年末）

51.0

37.5

30.7

19.0

16.1

12.1

8.7

7.7

6.9

4.6

4.0

10.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

バナー広告

メールマガジン

テキスト広告

検索連動型広告

ＤＭ広告

（ターゲティングメールなど）

リッチメディア広告

メール型広告

コンテンツ連動型広告

スポンサーシップ広告

（編集タイアップなど）

コンテンツ型広告

ピクチャー広告

その他インターネット広告
平成24年末(n=591)

（注）① テキスト広告：文字のみで構成されているもの。 

（注）② バナー広告：ウェブページ上で他のウェブサイトを紹介する機能を持つ画像で、クリックするとそのバナーのウェブサイトへリンクするもの。 

（注）③ リッチメディア広告：マウスの動きに合わせて表示が動いたり、ストリーミング技術で動画を表示したりするような音声や映像を活用しているもの。 

（注）④ コンテンツ連動型：Ｗｅｂコンテンツの文脈やキーワードを解析し、内容と関連性の高い広告を表示するもの。 
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（５） 無線通信技術を利用したＩＣＴ関連ツール(注)の導入状況  

無線通信技術を利用したＩＣＴ関連ツールを用いたサービス・システムやツールの導入率は

49.1％であり、各ツールの利用率をみると、「非接触型 IC カード」が 27.7％と最も高く、次いで「ネ

ットワークカメラ、センサー等のネットワーク機能付加機器」（26.9％）となっている。 

各ＩＣＴ関連ツールの導入率を業種別にみると、「電子タグ」では「製造業」が最も高く 10.4％、

「非接触型ＩＣカード」及び「ネットワークカメラ、センサー等のネットワーク機能付加機器」につい

ては、「金融・保険業」が最も高く、それぞれ、64.0％、37.6％となっている。また、「ＧＰＳ、携帯電

話等の位置確認機能機器」については、「運輸業」が最も高く、46.1％となっている。 

(注) ここでは、電子タグ（RFID タグ）、非接触型 IC カード、ネットワークカメラやセンサー等のネットワーク機能付加機器、GPS、携帯電話等の位置確認機能など、次世

代の通信機器を備えたビジネスツールの総称を「ＩＣＴ関連ツール」としている。 

 

図表３－９ ＩＣＴ関連ツールを利用したサービス・システムの導入状況（平成24年末） 

49.1 9.3 41.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成24年末

(n=2,012)

導入している 導入していないが、今後導入する予定がある 導入していないし、今後導入する予定もない

 
 

図表３－10 産業別、資本金規模別ＩＣＴ関連ツール別の導入率（平成24年末） 
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(n=181)
サービス業・その他

(n=459)

産業別

いずれかのシステムやツール 電子タグ 非接触型ＩＣカード 新ネットワーク機能追加機器 ＧＰＳ、携帯電話などの位置確認機能機器
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(n=483)

1億円～

5億円未満
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10億円未満

(n=72)
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50億円未満
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50億円以上

(n=169)

資本金規模別

いずれかのシステムやツール 電子タグ 非接触型ＩＣカード 新ネットワーク機能追加機器 ＧＰＳ、携帯電話などの位置確認機能機器
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（６） クラウドコンピューティングサービスの利用状況 

一部でもクラウドコンピューティングサービス（以下「クラウドサービス」という。）を利用してい

ると回答した企業の割合は 28.2％であり、23 年末の 21.6％から 6.6 ポイント上昇している。資本

金規模別に利用状況をみると、資本金規模の大きさとサービスの利用状況は概ね比例関係に

あり、資本金 50 億円以上では５割を超えている。 

また、クラウドサービスを利用しない理由としては、「必要がない」が 41.7％と最も多く、次い

で、「情報漏洩などセキュリティに不安がある」（34.4％）、「クラウドの導入に伴う既存システムの

改修コストが大きい」（22.8％）となっている。 

 

図表３－11 クラウドサービスの利用状況 
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ついてよく分からない
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21.6%

14.1%

 

 

図表３－12 産業別、資本金規模別クラウドサービスの利用状況 

平成23年末(n=1,892) 平成24年末(n=2,071)

 

産業別

平成23年末(n=1,892) 平成24年末(n=2,071)

21.6 20.8
19.4

12.4

24.0 24.1 24.6

28.2
29.7

24.7

19.6

31.8

35.6

30.9

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

全
体

建
設
業

製
造
業

運
輸
業

卸
売
・
小
売
業

金
融
・
保
険
業

サ
ー
ビ
ス
業
・
そ
の
他

資本金規模別
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13.2
15.0 16.3

19.9

26.2
23.7

41.4
44.4

23.4
20.5

26.7 27.0

31.4

39.0 40.1

52.8

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

１
，
０
０
０
万
円
未
満

１
，
０
０
０
万
円
～

３
，
０
０
０
万
円
未
満

３
，
０
０
０
万
円
～

５
，
０
０
０
万
円
未
満

５
，
０
０
０
万
円
～

１
億
円
未
満

１
億
円
～

５
億
円
未
満

５
億
円
～

１
０
億
円
未
満

１
０
億
円
～

５
０
億
円
未
満

５
０
億
円
以
上



20 
 

図表３－13 クラウドサービス利用企業の利用サービス（複数回答）（平成 24 年末） 
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図表３－14 クラウドサービスを利用しない理由（複数回答）（平成 24 年末） 

41.7

34.4

22.8

21.8

15.4

13.0

11.1

6.4

6.3

5.9

0% 10% 20% 30% 40% 50%

必要がない

情報漏洩などセキュリティに不安がある
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自社コンプライアンスに支障をきたす
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平成24年末
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（７） テレワーク 

テレワークを導入している企業の割合は 11.5％であった。資本金規模別に導入状況をみる

と、資本金規模の大きさと導入率は概ね比例関係にあり、資本金50億円以上では35.1％の導入

率となっている。 

テレワークを利用する従業員の割合は、「５％未満」が 62.7％と最も高く、次いで、「10％～

30％未満」（17.3％）、「５～10％未満」（9.7％）となっている。 

テレワークの主な導入目的をみると、「定型的業務の効率性（生産性）の向上」が 45.9％と最も

多く、次いで「勤務者の移動時間の短縮」（37.4％）、「非常時（地震、新型インフルエンザ等）の事

業継続に備えて」（26.5％）となっている。 

テレワークを導入している企業のテレワークの効果についてみると、「非常に効果はあった」、

「ある程度効果はあった」を合わせて８割以上（81.0％）の企業がその効果を認めている。 

図表３－15 テレワークの導入率（平成 24 年末） 

導入している

11.5%

導入していない

が、具体的に導入

予定がある 2.9%

導入していないし、

具体的な導入予定

もない 85.6%

平成24年末
(n=2,074)

 

図表３－16 資本金規模別テレワークの導入率（平成 24 年末） 
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63.5
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(n=136)

50億円以上

(n=169)

導入している 導入していないが、具体的に導入予定がある 導入していないし、具体的な導入予定もない

 



22 
 

図表３－17 テレワークを利用する従業員の割合（平成 24 年末） 

５％未満
62.7%

５％～１０％未満
9.7%
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５０％～８０％未満
3.6%
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図表３－18 テレワークの導入目的（複数回答）（平成 24 年末） 
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勤務者にゆとりと健康的な生活の実現

付加価値創造業務の創造性の向上

オフィスコストの削減
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省エネルギー、節電対策のため
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図表３－19 テレワークの効果（平成 24 年末） 
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４ 安全・安心への取組状況 

（１） セキュリティ対策の実施状況 （世帯）

インターネットを利用している世帯に対する何らかのセキュリティ対策を実施している世帯の

割合は 88.2％である。何らかのセキュリティ対策を実施している世帯における対策内容をみる

と、「ウィルス対策ソフトの導入」が 58.9％と最も多く、次いで、「知らない人からのメールや添付

ファイル、ＨＴＭＬファイルを不用意に開かない」（41.8％）、「開封したメールにある不審な URL リ

ンクをクリックしない」（32.6％）となっている。 

図表４－１ セキュリティ対策の実施状況（複数回答）
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6.9 

4.1 

4.9 

87.0 

13.0 

59.0 

37.5 

27.9 

26.6 

23.0 

16.8 

12.3 

6.8 

5.1 

5.5 

4.1 
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ウィルス対策ソフトの導入

知らない人からのメールや添付ファイル、

ＨＴＭＬファイルを不用意に開かない

開封したメールにある不審なURLリンクを

クリックしない

プロバイダ等が提供する

ウィルス対策サービスの利用

ファイアウォールの使用

ＯＳ、ブラウザのアップデート

スパイウェア対策ソフトの導入

ファイル等のバックアップ

メールソフトのアップデートや変更

アカウントごとにパスワードを複数使い分け

プロバイダ等が提供する

ファイアウォールサービスの利用

パスワードの定期的な変更

その他

平成22年末
(n=15,105)

平成23年末
(n=11,752)

平成24年末
(n=14,168)

※「開封したメールにある不審なURLリンクをクリックしない」

は平成24年より調査
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（２） インターネット利用で感じる不安 （世帯） 

インターネットを利用して感じる不安の有無については、「少し不安を感じている」、「不安を感

じている」を合わせて 48.7％となり、約半数の世帯が不安を感じている。 

インターネットを利用して不安を感じている世帯に対してその内容をみると、「ウィルスの感染

が心配である」が 72.2％と最も多く、次いで、「個人情報の保護に不安がある」（71.0％）、「どこま

でセキュリティ対策を行えばよいか不明」（59.3％）となっており、情報セキュリティに関する不安

を抱えていることがうかがえる。 

 

図表４－２ インターネット利用上の不安の有無（世帯） 
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31.9

31.5

31.0
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不安を感じている 少し不安を感じている それほど不安は感じていない 特に不安は感じない

48.7％

 
 

図表４－３ インターネット利用で感じる不安の内容（世帯）（複数回答） 
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（３） 企業通信網に対するセキュリティ侵害と対策の状況（企業） 

過去１年間の情報通信ネットワークの利用の際に発生したセキュリティ侵害をみると、「何ら

かの被害を受けた」企業が 38.5％であった。主なセキュリティ侵害の内容をみると、「ウィルスを

発見又は感染」が 37.4％と最も多い。 

インターネット、企業内LAN等を利用する企業のうち何らかのセキュリティ対策を実施している

企業の割合は 97.8％であった。 

主な対策内容としては、「パソコンなどの端末（ＯＳ、ソフト等）にウィルス対策プログラムを導

入」が88.3％と最も多く、次いで、「サーバにウィルス対策プログラムを導入」（67.7％）、「ＩＤ、パス

ワードによるアクセス制御」（53.4％）となっている。 

 
 

 

  

図表４－４ 企業に対する過去１年間の

情報通信ネットワークの利用の際に 

発生したセキュリティ侵害 
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故意・過失による情報漏洩

不正アクセス

ホームページの改ざん

ＤｏＳ（ＤＤｏｓ）攻撃

その他の侵害

平成22年末

(n=2,050)
平成23年末

(n=1,860)
平成24年末

(n=2,034)

図表４－５ セキュリティ対策の実施状況

（企業）（複数回答） 
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ファイアウォールの設置・導入
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（４） 標的型メールの被害状況と対策の状況（企業） 

過去１年間の標的型メールの被害をみると、標的型メールが送られた形跡があった企業は

14.7％であった。そのうち、1.3％の企業がコンピュータウィルスに少なくとも 1 回感染している。 

標的型メールへの対策内容をみると「パソコンなどの端末（ＯＳ、ソフト等）にウィルス対策プロ

グラムを導入」が67.4％と最も多く、次いで「サーバにウィルス対策プログラムを導入」が51.9％、

「OS へのセキュリティパッチの導入」が 29.8％となっている。 

 

図表４－６ 標的型メールの被害の有無（平成24年末） 
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85.3%
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ウィルスへの感染はなかった

端末に到達する前にウィルス

対策プログラム等で全て阻止

した

標的型メールが送られてきた

形跡は見られない

平成24年末

(n=1,973)
 

 

図表４－７ 標的型メールへの対策内容（複数回答）（平成24年末） 
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プロキシ（代理サーバ）等の利用

外部接続の際にウィルスウォールを構築
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アクセス制御の強化

回線監視

不正侵入検知システム（IDS）の設置・導入

組織間、部門間での情報共有

送信ドメイン認証（SPF）の導入

その他の対策
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(n=2,016)
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（５） インターネット、企業内 LAN 等を利用する上での問題点（企業） 

インターネットや企業内 LAN 等を利用する上での問題点は、「ウィルス感染に不安」が 42.6％

と最も多く、次いで「運用・管理の人材が不足」（42.1％）、「セキュリティ対策の確立が困難」

（39.7％）となっている。 

図表４－８ インターネット、企業内 LAN 等を利用する上での問題点（企業）

（複数回答）（平成 24 年末） 
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11.1
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4.1
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2.5
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ウィルス感染に不安

運用・管理の人材が不足

セキュリティ対策の確立が困難

従業員のセキュリティ意識が低い

運用・管理の費用が増大

障害時の復旧作業が困難

導入成果の定量的把握が困難

通信料金が高い

導入成果を得ることが困難

通信速度が遅い

著作権等知的財産の保護に不安

電子的決済の信頼性に不安

認証技術の信頼性に不安

その他

特に問題なし

平成24年末
(n=2,015)

（６） 個人情報保護対策の実施状況 （企業）

何らかの個人情報保護対策を実施している企業の割合は 77.5％であった。主な対策内容とし

ては、「社内教育の充実」が 48.4％と最も多く、次いで、「個人情報保護管理責任者の設置」

（32.0％）、「プライバシーポリシーの策定」（26.6％）となっている。 

図表４－９ 個人情報保護対策の実施状況（企業）（複数回答）（平成 24 年末）

77.5

22.5

48.4

32.0

26.6

21.8

13.4

8.9

6.6

8.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

何らかの対策を実施

特に実施していない

社内教育の充実

個人情報保護管理責任者の設置

プライバシーポリシーの策定

必要な個人情報の絞り込み

システムや体制の再構築

プライバシーマーク制度の取得

外注先の選定要件の強化

（プライバシーマーク取得の有無等）

その他の対策

平成24年末
(n=2,023)
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５ デジタルテレビ放送の利用状況 

（１） デジタルテレビ放送受信機器の保有状況（世帯）

デジタルテレビ放送受信機器の保有状況をみると、デジタル放送対応のテレビを保有してい

る世帯は 97.4％、うちインターネットに接続している世帯は 14.3％となっている。 

図表５－１ デジタルテレビ放送受信機器の保有状況（世帯）（平成 24 年末）

14.3

4.9

1.5

83.1

56.1

14.9

0.7

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

テレビ（デジタル放送対応）

DVD・ブルーレイディスクレコーダ

（デジタル放送対応）

ケーブルテレビ用チューナー

デジタル放送受信用チューナー

IPTV用チューナー

その他

インターネットに

接続している
インターネットに

接続していない

平成24年末

(n=19,606)

97.4

61.0

19.5

16.5

（２） データ放送の利用状況（世帯）

過去 1 年間にデータ放送を利用した世帯の割合は 70.1％となっている。また、世帯主の年齢

別の割合は、「40～49 歳」が 81.1％と最も高くなっており、次いで「30～39 歳」が 78.3％となって

いる。 

データ放送の利用目的としては「ニュース、気象情報、交通情報、災害情報の取得」が 86.8％

と最も多く、次いで「視聴中の番組の内容に連動した情報の取得」が 35.1％となっている。また、

目的の中では「クイズやアンケート等の番組企画への参加」が世帯主の年齢が若い世帯の利

用が多くなっている。 

図表５－２ データ放送の利用状況（世帯）（平成 24 年末）

23.6%

20.5%

14.7%

11.4%

29.9%

毎日少なくとも1回は利用

週に少なくとも１回は利用

（毎日ではない）

月に少なくとも１回は利用

（毎週ではない）

年に少なくとも１回は利用

（毎月ではない）

全く利用しない

平成24年末

(n=18,510)
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図表５－３ 世帯主年齢別データ放送機能の利用状況（平成 24 年末） 
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６０～６４歳

(n=2,766)
６５～６９歳

(n=2,373)
７０～７９歳

(n=3,310)
８０歳以上

(n=1,391)
データ放送を

利用している

 
 

 

 

図表５－４ データ放送機能の利用目的（世帯） 
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35.1

23.0

2.5

2.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ニュース、気象情報、交通情報、

災害情報の取得

視聴中の番組の内容に

連動した情報の取得

クイズやアンケート等の

番組企画への参加

番組で紹介された

商品･サービスの購入

その他のサービスの利用

平成24年末
(n=12,545)

 
 

クイズやアンケート等の番組企画への参加
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28.7

31.5
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15.6

11.8
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２０～２９歳

(n=319)
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(n=1,500)
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(n=2,014)
８０歳以上

(n=704)
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（３） デジタル放送受信機器を用いて利用できるサービスの利用について（世帯） 

デジタル放送受信機器を用いて利用できるサービスの利用世帯の割合は 16.3％である。サ

ービスの内容をみると、「VOD（ビデオ・オン･デマンド）等の配信番組」が 8.2％と最も多く、次い

で、「ホームページの閲覧、動画投稿、電子掲示板、チャット、SNS、オンラインショッピング等の

ウェブ利用」が 4.9％となっている。 

 

図表５－５ デジタルテレビ放送受信機器を用いた利用サービス（世帯） 

16.3

8.2

4.9

3.1

2.6

0.5

0% 5% 10% 15% 20%

サービスを利用している

VOD（ビデオ・オン・デマンド）等の配信番組

ホームページの閲覧、動画投稿、

電子掲示板、チャット、SNS、
オンラインショッピング等のウェブ利用

オンラインのテレビゲーム

ネットワークを通じてスマートフォン、

タブレット端末等で録画予約や

録画した番組を視聴

テレビ電話

平成24年末

(n=17,452)

 
 

（４） スマートテレビの利用について（世帯） 

スマートテレビの利用について 39.0％の世帯が「利用してみたい」としている。 

世帯主の年齢別にみると20～49歳の世帯主がいる世帯では５割以上が「利用してみたい」と

している。 

 

図表５－６ スマートテレビの利用について（世帯） 

39.0

51.2

50.6

50.4

38.8

34.0

24.0

24.6

22.2
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５０～５９歳
(n=3,794)

６０～６４歳
(n=2,709)

６５～６９歳
(n=2,288)

７０～７９歳
(n=3,130)

８０歳以上
(n=1,332)

スマートテレビを

利用してみたい

 
（注） スマートテレビとはインターネットへの接続機能を持ち、放送中の番組に連動して、ウェブから関連情報を取得して表示したり、多様なアプリが利用可

能となったり、メーカーを問わずにスマートフォンやタブレット端末と連携できるテレビである。




